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職場のパフォーマンスを下げない育児休職取得の条件
キルが元に戻るといえる。さらに、取得者の学歴
が高い場合に、スキルの回復に時間がかかる可能
性が示唆され、担当する業務の難易度と関連があ
ると考えられる。一方で、休職中に職場の`情報を
提供したり、あるいは会社のイントラネットにア
クセスできたりすることは、復帰後のスキル回復
に影響を及ぼしていない。
以上の分析結果から、職場のパフォーマンスを
下げない育児休職の条件として、①休職期間中の
パフォーマンスは、休職取得者が担当していた仕
事の難易度に依存する部分が大きく、職場で引継
ぎや仕事の見直しを行っても現状ではパフォーマ
ンスへの効果がみられないこと、②復帰後は休職
前の仕事の内容や量を変えないことによって早期
にスキルが元の水準に戻るが、休職中の情報提供
等を行うことの効果はみられないこと、がわかっ
た。職場のパフォーマンスを下げない条件として、
職場レベルや管理者レベルでの有効な対応策を明
らかにすることはできなかった。この結果は、現
状行われている対応策が、職場のパフォーマンス
を下げない育児休職という観点からは必ずしも十
分な効果をあげていない可能性もあり、今後の検
討課題といえよう。
(2007）をベースにしている。
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注
（１）電機産業では育児休業について「育児休職」と
呼ぶ企業が多く、以下データの分析にあたっては、
原則として「育児休職」の用語を使用することとす
る。
（２）調査内容については、電機連合（2007）に詳
しい。本稿は、同研究の一環として分析した武石
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